
国土保全、国民経済発展に寄与 日本ダム協会が設立周年
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　日本ダム協会（押味至一会長）は、年
６月に設立周年を迎えた。６月日には、
東京都中央区の浜離宮朝日ホールで設立周
年記念シンポジウムを開催した。
　同協会は、多目的ダムや治水ダム、河口堰
などに関する調査、研究を行い、ダム施工技
術の向上を図るとともに、ダムなどの建設を
促進し、国土の保全と国民経済の発展に寄与
することを目的に設立された。年月に
天竜川水系総合開発協力会として発足し、
年１月に日本ダム協会に改組、年６月に財
団法人日本ダム協会として建設大臣から設立
許可を受けた。年３月日に内閣総理大
臣による移行認可を受け、同年４月１日付で
一般財団法人日本ダム協会となった。
　設立周年記念シンポジウムには、産学官
の関係者約人が参加。ダム再生などをテ
ーマに角哲也京都大学防災研究所特定教授の
基調講演やパネルディスカッションが行われ
た。
　冒頭、押味会長は「気候変動の影響で洪水
・豪雨が激甚化しており、『防災・減災、国
土強靱化のための５か年加速化対策』以降も
切れ目なく強靱化を進める必要がある。その
ためには国土強靱化中期計画を早期に策定す
ることが重要だ」と強調した上で、「ダムは

長期にわたって活躍してきたが、若返りが必
要な時期だ。流域治水の中心としての役割が
期待されている」とあいさつした。
　続いて、来賓の足立敏之参院議員が「今後、
多様化する（ダムに対する）ニーズにしっか
り対応してほしい。その先として、日本固有
の技術であるダム再生技術の海外展開を進め
てほしい」と述べた。
　角京大特定教授は「流域治水およびカーボ
ンニュートラルに資するダム再生～ダムを、
『賢く』、『増やして』、『永く』使うため
に～」と題して基調講演し、ダムの歴史やダ
ム群としての機能、世界の潮流、ダム再生ビ
ジョンなどを解説した。
　その後、ダムの役割などをテーマにパネル
ディスカッションが行われた。
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　京都大学防災研究所は、流域治水
やカーボンニュートラル（ＣＮ）に
貢献する「ダム再生技術」「流砂環
境再生技術」の研究開発拠点を
年４月に設置した。同大学の角哲也
特定教授を総括リーダーとし、関西
電力、電源開発、中部電力、九州電
力、建設技術研究所、ニュージェッ
ク、西日本技術開発、水源地環境セ
ンター、ダム技術センターが参加し
ている。気候変動によって激甚化す
る豪雨災害に備えたダムの洪水調節
機能の強化や、国産の再生可能エネ
ルギーとして改めて評価が高まって
いる水力発電の拡大に向けて、既存
ダムのハード・ソフト両面からさま
ざまな再生技術の開発を行い、国内
外のプロジェクトへの実装を進める
ための拠点となる。
　流域治水とカーボンニュートラル
の両面で重要な水資源開発施設であ
るダムの高度運用が必要となってお
り、一方でダムの長寿命化のための

堆砂対策は、流砂系の総合土砂管理
の要として重要な位置を占め、下流
河川への土砂供給の観点からも重要
性が増大している。これらダムの高
度運用と堆砂対策を柱とする長寿命
化の実現には、「ダムの再生」と
「流砂環境の再生」の両面からの技
術開発が必要となる。
　そのため、取り組み課題として、
▷流域における既存ダムの現状評価
と「ダム再生」ポテンシャル評価技
術の開発▷ハード技術（放流設備や
排砂設備などの施設改造）の開発▷
ソフト技術（気象予測、土砂流入予
測、貯水池内や下流河川における土
砂動態予測、ＡＩを用いた洪水・土
砂管理技術など）の開発▷ダムの土
砂管理と流砂環境の再生を調和させ
る応用生態工学的なアプローチの開
発、を挙げている。
　研究開発拠点では、これまで築き
上げられてきた社会インフラである
既存のダム群をベースに、治水と利

水のウィンウィンの実現に向けて、
最新の気象予測を活用した降雨・流
量予測手法の高度化や既設ダムのか
さ上げ、放流設備や放流トンネルの
増設など、ダムを「賢く」「増やし
て」使うためのダム再生技術や、ダ
ムを「永く」使うと同時に河川や海
岸環境の改善のため、ダムから効果
的に土砂を下流に供給する流砂環境
再生技術の開発に取り組む。
　また、年度開始のＢＲＩＤＧ
Ｅ「ダム運用高度化による流域治水
能力向上と再生可能エネルギー増強
の加速化プロジェクト」、ＳＩＰ第
３期「スマート防災ネットワークの
構築」や「スマートインフラマネジ
メントシステムの構築」などの国の
大型プロジェクトとも連携し、これ
らを通じて得られた成果を政策提言
として発信する。さらに「ダム再生」
「流砂環境再生」プロジェクトを担
う若手技術者の育成や、これら技術
による海外支援にも取り組む。
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